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研究成果の概要（和文）：台湾の直轄市制度の拡充に伴う政府間財政調整制度改革の政策議論、

韓国の広域市制度の展開、欧州の財政危機問題に伴う財政と政治の理論的関係等について合意

形成にまで掘り下げた比較研究を行い、その成果を日本の地方分権議論に反映させる調査研究

を行った。とくに、台湾の直轄市制度に関する調査研究は、日本の大都市制度議論、財政調整

制度のあり方、そして閣議意思決定との関係について新たな視野を形成した。

研究成果の概要（英文）：We performed surveillance study about agreement formation of the
fiscal adjustment system of Taiwan. In addition, we performed the comparative study of
fiscal adjustment systems, such as South Korea and Europe. We performed activity which
makes the result reflect in Japan's decentralization argument. Especially the result of the
surveillance study about Taiwan formed a new viewpoint about the big city system of
Japan and the argument on fiscal adjustment.
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１．研究開始当初の背景
以下の研究開始当初の認識・背景の下で、

本研究を開始しその後の取り組みを進めた。
（1）従来の日本の地方分権議論の大きな限
界として、地方交付税制度、国庫支出金制度
に対して新たな財政調整制度を描ききれず、
その結果として国と地方に加え、地方間の対

立構図を深めてきた点が挙げられる。この制
度設計に関して、従来同様の制度面での国際
間比較研究を行うだけでは限界があり、制度
議論の根底に存在する財政調整を巡る政策
的合意形成のプロセスまで掘り下げて諸外
国との比較を行い、日本の地方分権議論の閉
塞性を克服する必要があること。
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（2）諸外国との比較において、地方自治の
先駆的存在であるイギリス、フランス等との
比較を深めることに加え、日本の地方行財政
制度と類似点を持つ、台湾、韓国等アジア地
域の行財政制度とそこで展開される財政調
整とその政策合意形成の比較研究が必要で
あること。
（3）アジアそして世界の成長の核が変化し
グローバル化が進展する中で、日本の地方行
財政の調査研究をグローバル化政策が進ん
でいる台湾・韓国との比較検証で展開するこ
とで、財政調整の機能面での課題となる新た
な地域政策とそれを支える行財政の姿を探
求する必要があること。

以上の認識・背景に基づき政府間財政調整
を巡る財政と政治の関係をアジアを含めた
諸外国との比較研究を行い、日本の地方分権
議論にフィードバックする必要性を高く認
識して研究を開始している。

２．研究の目的
（1）本研究では海外の政府間財政調整制度
だけでなく、その背後にある合意形成過程に
焦点をあてて調査研究を行うことを目的と
している。そのため、単なる諸外国との制度
比較ではなく、その制度創設や運営に関して
展開される合意形成プロセスにまで掘り下
げ、財政調整を巡る政治過程とそこでの政策
的要素を比較研究する。
（2）さらに、合意形成まで掘り下げた制度
の比較研究によって共有された成果を、わが
国の地方分権改革へ反映するための示唆を
得ることを目的としている。1990 年以降本格
化したわが国の地方分権議論では、今日に至
るまで税財政改革議論に関して閉そく感を
強め分権議論が頓挫する実態を繰り返して
きた。この壁となる財政調整問題に関してア
ジア諸国との比較も踏まえ、新たな政策的解
決のための選択肢の抽出と形成に努める。
（3）グローバル化が進む中で大都市や地域
政策の展開に資する地方行財政及び国と地
方の関係について、台湾の直轄市と地域政策
の関係、韓国の広域市と地域政策などの研究
から日本の政策への示唆を得ることをさら
なる目的としている。日本の大都市制度は、
特別市制度が廃止となり暫定措置としての
政令指定都市制度が創設されて以来、その本
質的部分において大きな見直しは行われて
いない。その中で、グローバル化に対応する
ための政令指定都市制度に続く制度設計と
は何かを模索するものである。

３．研究の方法
（1）研究初年度においては、文献調査を行
い比較研究の対象の整理を行うと共に現地
調査を行い、研究活動の基盤をなす韓国、台
湾、フランス、イギリス等の研究連携組織の

形成に努力した。その結果、韓国釜山外国語
大学、台北大学、パリ政治学院、イギリスア
バディーン大学等との研究連携のネットワ
ーク形成を実現した。
（2）2年目では、初年度に形成した研究連携
のネットワークを十分に活用し、研究者の北
大招聘と現地調査を重ねて行い調査研究を
進めると同時に、さらに韓国の世宋研究所、
台湾の新台湾国策研究所とのネットワーク
を形成し、国際シンポを台湾で開催すること
でさらに議論を深めた。加えて、研究メンバ
ー間の問題意識と研究成果の共有を図るた
め、定期的な意見交換の充実を北大を場とし
て行った。
（3）最終年では、北大でまとめに向けた国
際シンポを開催し、さらに台北大学との研究
科間研究協定で今後も継続して行財政問題
について検討する基盤を形成した。さらに、
名古屋市、東京都特別区等との間で大都市制
度に関する研究会の継続的開催を制度化し、
実践面への研究成果のフィードバック体制
とさらなる進化のための仕組みを充実させ
た。

４．研究成果
（1）第 1 の研究成果は、日本と類似の地方
行財政制度を有する台湾における直轄市制
度の拡充と財政調整制度の改革に関する議
論、そして韓国の広域市等の議論を整理し、
日本の地方分権及び大都市制度の議論に資
する税財政、都市制度、地域政策に関する理
論と実務の架橋の視点からの検証研究成果
を得たことである。その成果は、日本の大都
市制度議論における特別自治市制度のあり
方と周辺自治体との連携システムを具体的
に検討するための基礎的視座を提供するも
のとなっている。
（2）第 2 の研究成果は、第 1 の研究成果を
基礎とし、さらにグローバル化の進展に伴う
地域政策の方向性、工業と農林水産業等の融
合と地方行財政・行政体系の関係について具
体的に整理しその関連性を明確化したこと
である。また、地域間格差の拡大に直面した
際の地域間財政調整議論の合意形成の困難
性を検証し、財政力格差是正と調整基準の明
確化に関する仕組みの選択肢も整理した。
（3）さらに、EU の財政危機に対する政策形
成、制度構築を巡る合意形成に向けた議論を
検証することで、財政も含めた現実の政治と
理論、そして金融を巡る問題の整理を行った。

以上の研究成果に加え、日本の地方分権そ
してグローバル化中での地域政策展開への
政策選択の筋道を体系化すると同時に、経済
統合や道州制等における財政と政治の関係
についての理論と実践の調査研究のための
継続的国際間ネットワークの形成に至った
ことも大きな成果となっている。
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